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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信システムにおいて基地局によりハイブリッドビームフォーミングのための重み
を決定する方法であって、前記方法は、
　全方向に均等に形成される第１無指向性ビームの反復伝送のための設定を端末にシグナ
ルすることと、
　第２無指向性ビームを形成することによって前記端末から前記第１無指向性ビームを受
信することと、
　複数の方向に対応する複数の指向性ビームを順次に形成することによって前記端末から
前記第１無指向性ビームを反復受信することと、
　ハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定することと
　を含み、
　前記ハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定することは、
　前記第２無指向性ビームによって受信された前記第１無指向性ビームと前記複数の指向
性ビームのうち第１指向性ビームによって受信された前記第１無指向性ビームとの利得差
を取得することと、
　前記第１指向性ビームのインデックス及び前記利得差の組み合わせに基づいて、コード
ブックから、プリコーディング行列インデックス（ＰＭＩ）を選択することと、
　前記選択されたＰＭＩに基づいて、前記ハイブリッドビームフォーミングのうちアナロ
グビームフォーミングのための位相遷移器の係数及びパワー増幅器の係数を取得すること
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と
　を含む、方法。
【請求項２】
　前記第１無指向性ビームの反復伝送のための設定は、
　前記第１無指向性ビームの反復伝送の回数、前記第１無指向性ビームの伝送周期、前記
第１無指向性ビームの伝送のための周波数帯域の大きさに関する情報のうち少なくとも一
つを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第１無指向性ビームは、ＳＲＳ（ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇ
ｎａｌ）で送信される擬似－無指向性ビームに対応する、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記第１無指向性ビームの反復伝送の回数は、
　前記複数の指向性ビームのための検索空間の個数又は前記複数の指向性ビームのビーム
幅に基づいて決定される、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記第１指向性ビームは、
　前記複数の指向性ビームのうち前記第１無指向性ビームの受信に対する最大の利得を有
する指向性ビームである、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記決定された重みを用いてアナログビームフォーミング及びデジタルビームフォーミ
ングが階層的に結合された前記ハイブリッドビームフォーミングを行うことをさらに含む
、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　無線通信システムにおいてハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定する基
地局であって、前記基地局は、
　全方向に均等に形成される第１無指向性ビームの反復伝送のための設定を端末にシグナ
ルするように構成された送信器と、
　第２無指向性ビームを形成することによって前記端末から前記第１無指向性ビームを受
信することと、複数の方向に対応する複数の指向性ビームを順次に形成することによって
前記端末から前記第１無指向性ビームを反復受信することとを実行するように構成された
受信器と、
　ハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定するように構成されたプロセッサ
と
　を備え、
　前記プロセッサは、
　前記第２無指向性ビームによって受信された前記第１無指向性ビームと前記複数の指向
性ビームのうち第１指向性ビームによって受信された前記第１無指向性ビームとの利得差
を取得することと、
　前記第１指向性ビームのインデックス及び前記利得差の組み合わせに基づいて、コード
ブックから、プリコーディング行列インデックス（ＰＭＩ）を選択することと、
　前記選択されたＰＭＩに基づいて、前記ハイブリッドビームフォーミングのうちアナロ
グビームフォーミングのための位相遷移器の係数及びパワー増幅器の係数を取得すること
と
　によって、前記ハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定するように構成さ
れる、基地局。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信システムにおいてハイブリッドビームフォーミング（ｂｅａｍｆｏ
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ｒｍｉｎｇ）を行うために重みを決定する方法及びそのための装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　無線通信システムで活用されるＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ－Ｉｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉ
ｐｌｅ－Ｏｕｔｐｕｔ）は多重の送信アンテナ及び／又は多重の受信アンテナを用いてチ
ャネル容量を増加させ、送受信効率を向上させる技法である。ＭＩＭＯは、多重アンテナ
と呼ぶこともできる。
【０００３】
　ＭＩＭＯ環境では必ずしもデータが単一アンテナ経路で送信されなくてもよい。例えば
、ＭＩＭＯ環境で、受信機は複数の受信アンテナからそれぞれ受信したデータ断片（ｆｒ
ａｇｍｅｎｔ）を併合してデータを再構成してもよい。単一アンテナ環境とＭＩＭＯ環境
とを比較すれば、ＭＩＭＯ環境ではセル領域の大きさは維持しながらデータ伝送速度を向
上させたり、又はデータ伝送速度を維持しながらカバレッジ（ｃｏｖｅｒａｇｅ）を増加
させることができる。
【０００４】
　ＭＩＭＯ環境におけるビームフォーミング技法が基地局、端末又は中継機などに幅広く
用いられている。ビームフォーミング技法は、重みベクトル／行列（又はプリコーディン
グベクトル／行列）がベースバンドで用いられるか或いはＲＦバンドで用いられるかによ
ってデジタルビームフォーミング技法とアナログビームフォーミング技法とに分類するこ
とができ、特にデジタルビームフォーミング技法が３Ｇ、４Ｇ移動通信システムのプリコ
ーディング手順に適用されている。例えば、現在移動通信システムにおいて端末は閉ルー
プベースのデジタルビームフォーミングのために基地局にプリコーディング行列インデッ
クス（ＰＭＩ：ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ　Ｍａｔｒｉｘ　Ｉｎｄｅｘ）をフィードバックし、
基地局はＰＭＩに基づいてビームフォーミングを行う。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明が遂げようとする技術的課題は、無線通信システムにおいてビームフォーミング
のための重みを効率よく迅速に決定する方法及びこれを行う装置を提供することにある。
【０００６】
　本発明の技術的課題はこれに限定されず、本発明の実施例から他の技術的課題が類推さ
れ得る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上述した技術的課題を達成するための本発明の一側面に係る、無線通信システムにおい
て基地局がハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定する方法は、全方向に均
等に形成される第１無指向性ビームの反復伝送のための設定を端末にシグナルするステッ
プと、第２無指向性ビームを形成することによって前記端末から前記第１無指向性ビーム
を受信するステップと、複数の方向に対応する複数の指向性ビームを順次に形成すること
によって前記端末から前記第１無指向性ビームを反復受信するステップと、前記第２無指
向性ビームによって受信された前記第１無指向性ビームと前記複数の指向性ビームのうち
第１指向性ビームによって受信された前記第１無指向性ビームとの利得差に基づいて、ハ
イブリッドビームフォーミングのための重みを決定するステップとを含む。
【０００８】
　上述した技術的課題を達成するための本発明の他の側面に係る、無線通信システムにお
いてハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定する基地局は、全方向に均等に
形成される第１無指向性ビームの反復伝送のための設定を端末にシグナルする送信器と、
第２無指向性ビームを形成することによって前記端末から前記第１無指向性ビームを受信
し、複数の方向に対応する複数の指向性ビームを順次に形成することによって前記端末か
ら前記第１無指向性ビームを反復受信する受信器と、前記第２無指向性ビームによって受
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信された前記第１無指向性ビームと前記複数の指向性ビームのうち第１指向性ビームによ
って受信された前記第１無指向性ビームとの利得差に基づいて、ハイブリッドビームフォ
ーミングのための重みを決定するプロセッサとを備える。
【０００９】
　上述した技術的課題を達成するための本発明の更に他の側面に係る、無線通信システム
において端末がハイブリッドビームフォーミングの重み決定のための信号を送信する方法
は、基地局から全方向に均等に形成される第１無指向性ビームの反復伝送のための設定を
受信するステップと、前記受信された設定にしたがって前記第１無指向性ビームを複数回
反復送信するステップとを含み、前記複数回反復送信された前記第１無指向性ビームの最
初伝送は、前記基地局が形成した第２無指向性ビームによって測定され、前記最初伝送以
降の前記第１無指向性ビームの伝送は、前記基地局が形成した複数の指向性ビームによっ
て測定される。
【００１０】
　上述した技術的課題を達成するための本発明の更に他の側面に係る、無線通信システム
においてハイブリッドビームフォーミングの重み決定のための信号を送信する端末は、基
地局から全方向に均等に形成される第１無指向性ビームの反復伝送のための設定を受信す
る受信器と、前記受信された設定にしたがって前記第１無指向性ビームを複数回反復送信
する送信器と、前記受信器及び送信器を制御するプロセッサとを備え、前記複数回反復送
信された前記第１無指向性ビームの最初伝送は、前記基地局が形成した第２無指向性ビー
ムによって測定され、前記最初伝送以降の前記第１無指向性ビームの伝送は、前記基地局
が形成した複数の指向性ビームによって測定される。
【００１１】
　好ましくは、前記第１無指向性ビームの反復伝送のための設定は、前記第１無指向性ビ
ームの反復伝送の回数、前記第１無指向性ビームの伝送周期、第１無指向性ビームの伝送
のための周波数帯域の大きさに関する情報のうち少なくとも一つを含むことができる。
【００１２】
　好ましくは、前記第１無指向性ビームはＳＲＳ（ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ｒｅｆｅｒｅｎｃ
ｅ　ｓｉｇｎａｌ）で送信される擬似－無指向性（Ｑｕａｓｉ－ｏｍｎｉ）ビームに対応
してもよい。
【００１３】
　好ましくは、前記第１無指向性ビームの反復伝送回数は、前記複数の指向性ビームによ
る検索空間の個数又は前記複数の指向性ビームのビーム幅に基づいて決定されてもよい。
【００１４】
　好ましくは、前記第１指向性ビームは、前記複数の指向性ビームのうち前記第１無指向
性ビームの受信に対する利得が最大であるものであってもよい。
【００１５】
　好ましくは、前記基地局はコードブックから前記第１指向性ビームのインデックス及び
前記利得差の組み合わせに対応するＰＭＩを選択することができる。より好ましくは、前
記基地局は前記選択されたＰＭＩに基づいて、前記ハイブリッドビームフォーミングに含
まれたアナログビームフォーミングのための位相遷移器の係数及びパワー増幅器の係数を
取得することができる。
【００１６】
　好ましくは、前記基地局は、前記決定された重みを用いてアナログビームフォーミング
及びデジタルビームフォーミングが階層的に結合された前記ハイブリッドビームフォーミ
ングを行うことができる。
　本明細書は、例えば、以下の項目も提供する。
（項目１）
　無線通信システムにおいて基地局がハイブリッドビームフォーミングのための重みを決
定する方法であって、
　全方向に均等に形成される第１無指向性ビームの反復伝送のための設定を端末にシグナ
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ルするステップと、
　第２無指向性ビームを形成することによって前記端末から前記第１無指向性ビームを受
信するステップと、
　複数の方向に対応する複数の指向性ビームを順次に形成することによって前記端末から
前記第１無指向性ビームを反復受信するステップと、
　前記第２無指向性ビームによって受信された前記第１無指向性ビームと前記複数の指向
性ビームのうち第１指向性ビームによって受信された前記第１無指向性ビームとの利得差
に基づいて、ハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定するステップと、
を含む、方法。
（項目２）
　前記第１無指向性ビームの反復伝送のための設定は、
　前記第１無指向性ビームの反復伝送の回数、前記第１無指向性ビームの伝送周期、第１
無指向性ビームの伝送のための周波数帯域の大きさに関する情報のうち少なくとも一つを
含む、項目１に記載の方法。
（項目３）
　前記第１無指向性ビームは、ＳＲＳ（ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇ
ｎａｌ）で送信される擬似－無指向性（Ｑｕａｓｉ－ｏｍｎｉ）ビームに対応する、項目
１に記載の方法。
（項目４）
　前記第１無指向性ビームの反復伝送回数は、
　前記複数の指向性ビームによる検索空間の個数又は前記複数の指向性ビームのビーム幅
に基づいて決定される、項目１に記載の方法。
（項目５）
　前記第１指向性ビームは、
　前記複数の指向性ビームのうち前記第１無指向性ビームの受信に対する利得が最大であ
るものである、項目１に記載の方法。
（項目６）
　前記ハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定するステップは、
　コードブックから前記第１指向性ビームのインデックス及び前記利得差の組み合わせに
対応するＰＭＩを選択する、項目１に記載の方法。
（項目７）
　前記ハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定するステップは、
　前記選択されたＰＭＩに基づいて、前記ハイブリッドビームフォーミングに含まれたア
ナログビームフォーミングのための位相遷移器の係数及びパワー増幅器の係数を取得する
、項目６に記載の方法。
（項目８）
　前記決定された重みを用いてアナログビームフォーミング及びデジタルビームフォーミ
ングが階層的に結合された前記ハイブリッドビームフォーミングを行うステップをさらに
含む、項目１に記載の方法。
（項目９）
　無線通信システムにおいて端末がハイブリッドビームフォーミングの重み決定のための
信号を送信する方法であって、
　基地局から全方向に均等に形成される第１無指向性ビームの反復伝送のための設定を受
信するステップと、
　前記受信された設定にしたがって前記第１無指向性ビームを複数回反復送信するステッ
プと、
を含み、
　前記複数回反復送信された前記第１無指向性ビームの最初伝送は、前記基地局が形成し
た第２無指向性ビームによって測定され、前記最初伝送以降の前記第１無指向性ビームの
伝送は、前記基地局が形成した複数の指向性ビームによって測定される、方法。
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（項目１０）
　アナログビームフォーミングとデジタルビームフォーミングとが階層的に結合されたハ
イブリッドビームフォーミングを用いて下りリンクデータを受信するステップをさらに含
み、
　前記ハイブリッドビームフォーミングの重みは、前記第２無指向性ビームによって測定
された前記第１無指向性ビームと前記複数の指向性ビームのうち第１指向性ビームによっ
て測定された前記第１無指向性ビームとの利得差に基づいて決定されたものである、項目
９に記載の方法。
（項目１１）
　前記第１指向性ビームは、
　前記複数の指向性ビームのうち前記第１無指向性ビームの受信に対する利得が最大であ
るものである、項目１０に記載の方法。
（項目１２）
　前記第１無指向性ビームの反復伝送のための設定は、前記第１無指向性ビームの反復伝
送の回数、前記第１無指向性ビームの伝送周期、第１無指向性ビームの伝送のための周波
数帯域の大きさに関する情報のうち少なくとも一つを含み、
　前記第１無指向性ビームの反復伝送の回数は、前記複数の指向性ビームによる検索空間
の個数又は前記複数の指向性ビームのビーム幅に基づいて決定されたものである、項目９
に記載の方法。
（項目１３）
　前記第１無指向性ビームは、ＳＲＳ（ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇ
ｎａｌ）で送信される擬似－無指向性（Ｑｕａｓｉ－ｏｍｎｉ）ビームに対応する、項目
９に記載の方法。
（項目１４）
　無線通信システムにおいてハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定する基
地局であって、
　全方向に均等に形成される第１無指向性ビームの反復伝送のための設定を端末にシグナ
ルする送信器と、
　第２無指向性ビームを形成することによって前記端末から前記第１無指向性ビームを受
信し、複数の方向に対応する複数の指向性ビームを順次に形成することによって前記端末
から前記第１無指向性ビームを反復受信する受信器と、
　前記第２無指向性ビームによって受信された前記第１無指向性ビームと前記複数の指向
性ビームのうち第１指向性ビームによって受信された前記第１無指向性ビームとの利得差
に基づいて、ハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定するプロセッサと、
を備える、基地局。
（項目１５）
　無線通信システムにおいてハイブリッドビームフォーミングの重み決定のための信号を
送信する端末であって、
　基地局から全方向に均等に形成される第１無指向性ビームの反復伝送のための設定を受
信する受信器と、
　前記受信された設定にしたがって前記第１無指向性ビームを複数回反復送信する送信器
と、
　前記受信器及び送信器を制御するプロセッサと、
を備え、
　前記複数回反復送信された前記第１無指向性ビームの最初伝送は、前記基地局が形成し
た第２無指向性ビームによって測定され、前記最初伝送以降の前記第１無指向性ビームの
伝送は、前記基地局が形成した複数の指向性ビームによって測定される、端末。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の実施例によれば、ハイブリッドビームフォーミングに必要なアナログビームス
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キャニングを行い、基地局は端末のフィードバック無しにもＰＭＩを効率よく迅速に決定
することができる。
【００１８】
　本発明の効果はこれに限定されず、他の技術的効果が本発明の実施例から類推され得る
。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】一般のＭＩＭＯ環境を示す図である。
【図２】マッシブＭＩＭＯ環境を示す図である。
【図３】アナログビームフォーミング技法を例示する図である。
【図４】デジタルビームフォーミング技法を例示する図である。
【図５】本発明の一実施例に係るハイブリッドビームフォーミングの概念を説明するため
の図である。
【図６】本発明の一実施例に係るハイブリッドビームフォーミングを行う送信端の構造を
示す図である。
【図７】本発明の一実施例に係る４個のＲＦチェーンで構成された１６ＵＬＡアンテナ構
造を示す図である。
【図８】本発明の一実施例に係るビームバウンドベクトル及びビームステアリングベクト
ルのビームパターンを示す図である。
【図９】本発明の一実施例に係るアナログビーム遷移による最終アンテナアレイ応答ベク
トルのビームパターンを示す図である。
【図１０】本発明の一実施例に係るリファレンスビームとバウンデッドビームとの利得差
を算出する方法を例示する図である。
【図１１】アナログビームトラッキング（ｔｒａｃｋｉｎｇ）のために要求される時間領
域でのビーム推定区間を例示する図である。
【図１２】本発明の一実施例に係るリファレンスビーム測定方法を示す図である。
【図１３】本発明の一実施例に係るセクタービームのスキャニング方法を示す図である。
【図１４】本発明の実施例に係るアナログビーム係数を取得する方法を説明する図である
。
【図１５】本発明の実施例によってビーム利得差に基づいて導出されたアナログビームの
ＰＭＩを例示する図である。
【図１６】本発明の一実施例に係る基地局と端末のビームスキャニングを示す図である。
【図１７】本発明の一実施例に係る重み決定方法の流れを示す図である。
【図１８】本発明の一実施例に係る基地局及び端末を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下に添付の図面を参照して説明した本発明の実施例から、本発明の構成、作用及び他
の特徴が容易に理解されるであろう。
【００２１】
　本明細書において基地局の名称は、ＲＲＨ（ｒｅｍｏｔｅ　ｒａｄｉｏ　ｈｅａｄ）、
ｅＮＢ、ＴＰ（ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　ｐｏｉｎｔ）、ＲＰ（ｒｅｃｅｐｔｉｏｎ　
ｐｏｉｎｔ）、中継機（ｒｅｌａｙ）などを含む包括した用語として使うことができる。
また、搬送波併合が適用される場合には、本願発明で説明する基地局の動作はコンポーネ
ントキャリア（ＣＣ）又はセルに対して適用されてもよい。ビームフォーミングはプリコ
ーディング概念を包括し、ビームフォーミングのための重みベクトル／行列はプリコーデ
ィングベクトル／行列の概念を包括する。
【００２２】
　（ＭＩＭＯ環境）
　図１を参照して一般のＭＩＭＯ（ｍｕｌｔｉ－ｉｎｐｕｔ－ｍｕｌｔｉ－ｏｕｐｕｔ）
環境について説明する。



(8) JP 6548720 B2 2019.7.24

10

20

30

40

【００２３】
　送信端には
【００２４】
【化１】

【００２５】
の送信アンテナが設けられており、受信端には
【００２６】
【化２】

【００２７】
の受信アンテナが設けられている。このように、送信端及び受信端で共に複数のアンテナ
を使う場合には、送信端又は受信端のいずれか一方でのみ複数のアンテナを使う場合より
理論的なチャネル伝送容量が増加する。チャネル伝送容量の増加はアンテナの数に比例す
る。よって、伝送レートが向上し、周波数効率が向上する。一つのアンテナを用いる場合
の最大伝送レートを
【００２８】
【化３】

【００２９】
と言うと、多重アンテナを使うときの伝送レートは、理論的に下記の式１のように最大伝
送レート
【００３０】
【化４】

【００３１】
にレート増加率
【００３２】
【化５】

【００３３】
を掛けた値の分だけ増加することができる。ここで、
【００３４】
【化６】

【００３５】
の中で小さい値である。
【００３６】
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【００３７】
　例えば、４個の送信アンテナと４個の受信アンテナを用いるＭＩＭＯ通信システムにお
いては、単一アンテナシステムに比べ、理論上４倍の伝送レートを取得することができる
。このような多重アンテナシステムの理論的容量の増加が９０年代半ばに証明されて以来
、実質的にデータ伝送率を向上させるための様々な技術が現在まで活発に研究されている
。これらの技術の中でいくつかの技術は既に３世代移動通信と次世代無線ＬＡＮなどの多
様な無線通信の標準に反映されている。
【００３８】
　現在までの多重アンテナ関連研究動向を調べると、多様なチャネル環境及び多重接続環
境での多重アンテナ通信容量計算などについての情報理論側面研究、多重アンテナシステ
ムの無線チャネル測定及びモデル導出研究、そして伝送信頼度向上及び伝送率向上のため
の時空間信号処理技術研究など、多様な観点で活発な研究が進行されている。
【００３９】
　多重アンテナシステムにおける通信方法をより具体的な方法で説明するためにこれを数
学的にモデリングする場合は次のように表すことができる。図７に示すように、
【００４０】

【化７】

【００４１】
の送信アンテナと
【００４２】

【化８】

【００４３】
の受信アンテナが存在することを仮定する。まず、送信信号について説明すると、
【００４４】
【化９】

【００４５】
の送信アンテナがある場合、伝送可能な情報は最大で
【００４６】
【化１０】

【００４７】
であるので、伝送情報を下記の式２のようなベクトルで示すことができる。
【００４８】
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【数２】

【００４９】
　一方、それぞれの伝送情報
【００５０】

【化１１】

【００５１】
において伝送電力を互いに異ならせることができる。この際、それぞれの伝送電力を
【００５２】

【化１２】

【００５３】
とすると、伝送電力が調整された伝送情報をベクトルで示せば下記の式３の通りである。
【００５４】

【数３】

【００５５】
　また、
【００５６】

【化１３】

【００５７】
を伝送電力の対角行列
【００５８】

【化１４】

【００５９】
を用いて示せば下記の式４の通りである。
【００６０】
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【数４】

【００６１】
　一方、伝送電力が調整された情報ベクトル
【００６２】
【化１５】

【００６３】
に重み行列
【００６４】
【化１６】

【００６５】
が適用されて実際に送信される
【００６６】
【化１７】

【００６７】
の送信信号（ｔｒａｎｓｍｉｔｔｅｄ　ｓｉｇｎａｌ）
【００６８】
【化１８】

【００６９】
が構成される場合を考慮してみよう。ここで、重み行列は、伝送情報を伝送チャネル状況
などに応じて各アンテナに適宜分配する役目を担う。このような伝送信号
【００７０】

【化１９】

【００７１】
は、ベクトル
【００７２】

【化２０】

【００７３】
を用いて下記の式５のように示すことができる。ここで
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【００７４】
【化２１】

【００７５】
の送信アンテナと
【００７６】

【化２２】

【００７７】
の情報の間の重みを意味する。
【００７８】

【化２３】

【００７９】
は重み行列（Ｗｅｉｇｈｔ　Ｍａｔｒｉｘ）又はプリコーディング行列（Ｐｒｅｃｏｄｉ
ｎｇ　Ｍａｔｒｉｘ）と呼ばれる。
【００８０】

【数５】

【００８１】
　一般に、チャネル行列のランクの物理的な意味は、与えられたチャネルで相異なる情報
を送信し得る最大数と言える。したがって、チャネル行列のランク（ｒａｎｋ）は互いに
独立した（ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｔ）行（ｒｏｗ）又は列（ｃｏｌｕｍｎ）の個数のうち
最小の個数と定義されるので、行列のランクは行（ｒｏｗ）又は列（ｃｏｌｕｍｎ）の個
数より大きくなり得ない。数式的に例を挙げると、チャネル行列Ｈのランク（ｒａｎｋ（
Ｈ））は式６のように制限される。
【００８２】
【数６】

【００８３】
　また、多重アンテナ技術で送信する相異なる情報のそれぞれを「伝送ストリーム（Ｓｔ
ｒｅａｍ）」又は簡単に「ストリーム」と定義する。このような「ストリーム」は「レイ
ヤー（Ｌａｙｅｒ）」ということができる。すると、伝送ストリームの個数は当然ながら
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、相異なる情報を送り得る最大数であるチャネルのランクよりは大きくなり得ない。よっ
て、チャネル行列Ｈは、下記の式７のように示すことができる。
【００８４】
【数７】

【００８５】
　ここで、“＃　ｏｆ　ｓｔｒｅａｍｓ”はストリームの数を表す。一方、ここで、１つ
のストリームは１つ以上のアンテナを介して送信され得るということに留意されたい。
【００８６】
　１つ以上のストリームを多数のアンテナに対応付ける様々な方法があり得る。この方法
を多重アンテナ技術の種類によって次のように説明することができる。１つのストリーム
が多くのアンテナを介して送信される場合は空間ダイバーシチ方式と見なすことができ、
多くのストリームが多くのアンテナを介して送信される場合は空間マルチプレクシング方
式と見なすことができる。もちろん、これらの中間形態である、空間ダイバーシチ及び空
間マルチプレクシングの混合（Ｈｙｂｒｉｄ）の形態も可能である。
【００８７】
　一般のＭＩＭＯ環境において最大の送受信アンテナは８個と仮定する。しかし、マッシ
ブＭＩＭＯへと進化するに伴ってアンテナの個数は数十又は数百個以上に増加し得る。
【００８８】
　図２に大規模ＭＩＭＯ環境の一実施例を示す。特に、図２は、基地局又は端末が能動ア
ンテナシステムベースの３Ｄビームフォーミングが可能な複数の送／受信アンテナを有す
るシステムを図式化したものである。
【００８９】
　図２を参照すると、送信アンテナ観点で３次元ビームパターンを活用する場合、ビーム
の水平方向だけでなく垂直方向への準静的又は動的なビームフォーミングを行うことがで
き、垂直方向のセクター形成などの応用を考慮することができる。また、受信アンテナ観
点では、大規模受信アンテナを活用して受信ビームを形成するとき、アンテナ配列利得（
ａｎｔｅｎｎａ　ａｒｒａｙ　ｇａｉｎ）による信号電力上昇の効果を期待することがで
きる。したがって、上りリンクの場合、基地局が複数のアンテナで端末から送信される信
号を受信することができ、この際、端末は干渉影響を減らすために、大規模受信アンテナ
の利得を考慮して自身の送信電力を非常に低く設定できるという長所がある。
【００９０】
　（アナログビームフォーミング及びデジタルビームフォーミング）
　図３は、アナログビームフォーミング技法を例示する図である。アナログビームフォー
ミング技法は初期の多重アンテナ構造に適用されたビームフォーミング技法の代表である
。デジタル信号処理が完了した後にアナログ信号を複数の経路に分岐し、分岐された各経
路ごとに位相遷移（ｐｈａｓｅ－ｓｈｉｆｔ；ＰＳ）と電力増幅（Ｐｏｗｅｒ　ａｍｐｌ
ｉｆｉｅｒ；ＰＡ）設定を用いてビームフォーミングを行う。
【００９１】
　図３を参照すると、単一デジタル信号から出力されたアナログ信号を、各アンテナに接
続されている電力増幅器及び位相遷移器でプロセシングすることによってアナログビーム
フォーミングを行う。アナログ端において位相遷移器と電力増幅器は複素重み（ｃｏｍｐ
ｌｅｘ　ｗｅｉｇｈｔ）をアナログ信号に適用する。図３でＲＦ（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑ
ｕｅｎｃｙ）チェーン（ｃｈａｉｎ）は、単一のデジタル信号がアナログ信号に変換され
る処理ブロックを意味する。
【００９２】
　しかし、アナログビームフォーミング技法は、位相遷移器及び電力増幅器の素子の特性
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では狭帯域伝送に適している。アナログビームフォーミング技法において多重ストリーム
伝送を具現する場合にはハードウェア構造の複雑性が大幅に増加するため、多重化利得に
よって伝送率を向上させることが困難であり、直交リソース割り当てに基づいてユーザ別
にビームフォーミングを行い難い。
【００９３】
　図４は、デジタルビームフォーミング技法を例示する図である。デジタルビームフォー
ミング技法ではベースバンド（Ｂａｓｅｂａｎｄ）プロセスを用いてデジタル端でビーム
フォーミングを行う。したがって、アナログビームフォーミング技法と違い、デジタルビ
ームフォーミング技法はＭＩＭＯ環境でダイバーシチ及び多重化利得を最大化することに
適している。
【００９４】
　図４を参照すると、重み行列（又はプリコーディング行列）の適用、例えば、プリコー
ディングがベースバンドプロセスで行われる。デジタルビームフォーミングの場合、図３
のアナログビームフォーミングと違い、ＲＦチェーンが電力増幅器を含む。これは、ビー
ムフォーミングのための複素重みが送信データに直接適用されるためである。
【００９５】
　また、デジタルビームフォーミング技法を用いる場合にはユーザ別に異なるビームが形
成可能であるが、例えば、多重ユーザに対するビームを同時に形成することができる。直
交リソースが割り当てられたユーザ別に独立したデジタルビームフォーミングが可能なた
め、スケジューリングが相対的に自由であり、システム目的に応じて容易に伝送端を運用
することができる。また、広帯域伝送環境でＭＩＭＯ－ＯＦＤＭ（Ｏｔｈｏｇｏｎａｌ　
Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）技術が適用される
と、副搬送波（ｓｕｂｃａｒｒｉｅｒ）別に独立したビームを形成することができる。こ
のようにデジタルビームフォーミング技法ではシステム容量とビーム利得が向上するため
、各ユーザに対する伝送率を極大化することができる。
【００９６】
　マッシブＭＩＭＯ環境においてデジタルビームフォーミング技術を適用するためには、
ベースバンドプロセッサが数百個のアンテナに対するプリコーディング処理を全て行わな
ければならず、デジタル信号処理複雑度が非常に大きくなる。また、アンテナ数だけのＲ
Ｆチェーンが必要なため、ハードウェア具現複雑度が非常に大きくなる。特に、ＦＤＤ（
Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｄｕｐｌｅｘ）システムの場合、全アンテナに
対する巨大なＭＩＭＯチャネルに関するフィードバック情報が必要なため、リファレンス
信号（又はパイロット信号）の伝送及びそれに対するフィードバックオーバーヘッドが非
常に増加するという短所ある。
【００９７】
　マッシブＭＩＭＯ環境でアナログビームフォーミング技術を適用すると、送信端のハー
ドウェア複雑度は相対的に低いが、複数アンテナを用いた性能増加の程度がわずかであり
、リソース割り当ての柔軟性が低下する。特に、広帯域伝送時には周波数別にビームを制
御することが非常に困難である。
【００９８】
　表１に、アナログビームフォーミング技法及びデジタルビームフォーミング技法の性能
利得と複雑度の関係を示す。
【００９９】
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【表１】

【０１００】
　（ハイブリッドビームフォーミングのモデリング）
　本発明の一実施例に係るマッシブＭＩＭＯ環境では、アナログビームフォーミング又は
デジタルビームフォーミング技法のいずれかを選択的に適用する代わりに、アナログビー
ムフォーミング及びデジタルビームフォーミング構造を融合したハイブリッドビームフォ
ーミングを適用することができる。送信端のハードウェア具現の複雑度を下げ、マッシブ
ＭＩＭＯを用いたビームフォーミング利得が極力得られるハイブリッドタイプの送信端構
造の設計が必要である。
【０１０１】
　図５は、ハイブリッドビームフォーミングの概念を説明するための図である。ハイブリ
ッドビームフォーミングによれば、１次的にデジタルビームフォーミング技法が適用され
た基底帯域のデジタル信号がＲＦ帯域のアナログ信号に変換され、アナログ信号に２次的
にアナログビームフォーミング技法が適用される。したがって、ハイブリッドビームフォ
ーミング技法のためには、送信端がデジタルビームフォーミング技法もアナログ技法も支
援できる必要がある。
【０１０２】
　ハイブリッドビームフォーミングのために考慮すべき事項は次のとおりである。
【０１０３】
　－　アナログ及びデジタルビームフォーミングが同時に最適化することは困難である。
基本的に、デジタルビームフォーミングは、同一の時間－周波数リソースでユーザ別独立
したビームフォーミング技法を適用することができる。これに対し、アナログビームフォ
ーミングは、同一の時間－周波数リソースでユーザ共通のビームフォーミング技法を適用
しなければならないという制約がある。このようなアナログビームフォーミングの制約は
、ハイブリッドビームフォーミングにおいて支援可能なランク数、ビーム制御の柔軟性、
ビームフォーミング分解能を最適化する上で困難を招く。
【０１０４】
　－　同一の時間－周波数リソースで特定方向にのみビームを形成するアナログビームフ
ォーミング技法は、同時に全端末方向に複数のビームを形成し難い。したがって、セル内
の全領域に分布し得る全端末に上り／下り制御チャネル、参照信号、同期信号などを同時
に送信することができないという問題点がある。
【０１０５】
　－　アナログ／デジタルビームに対するチャネル推定を行う場合、デジタルビームフォ
ーミング技法では既存の直交パイロット割り当て方式がそのまま用いられてもよい。しか
し、アナログビームフォーミング技法ではビーム候補（ｃａｎｄｉｄａｔｅ）数だけの所
定の時間間隔（ｔｉｍｅ－ｄｕｒａｔｉｏｎ）が要求され、アナログビームのチャネル推
定にかかる時間遅延が相対的に大きい。デジタルビーム及びアナログビームを同時に推定
する場合、複雑度が大幅に増加する。
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【０１０６】
　－　デジタルビームフォーミング技法では多重ユーザ／ストリームのためのビームフォ
ーミングを自由に行えるが、アナログビームフォーミング技法では全伝送帯域に対して同
一の重みベクトル／行列によるビームフォーミングが行われるため、ユーザ別又はストリ
ーム別に独立したビームフォーミングを行い難い。特に、直交周波数リソース割り当てを
用いてＦＤＭＡ（例：ＯＦＤＭＡ）を支援し難いため、周波数リソースの最適化が困難で
ある。
【０１０７】
　以下、以上の特性を考慮してハイブリッドビームフォーミングのためのフィードバック
方法について説明する。アナログ又はデジタルビームフォーミング技法のいずれか一技法
だけを用いている既存の移動通信システムでは閉ループベースのビームフォーミング（又
はプリコーディング）を行うことが容易だった。例えば、端末は、基地局が送信する参照
信号を受信して、ＰＭＩ（ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ　ｍａｔｒｉｘ　ｉｎｄｅｘ）、ＲＩ（Ｒ
ａｎｋ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）、ＣＱＩ（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｉｎｄｉｃ
ａｔｏｒ）を決定する。端末は、ＰＭＩ、ＣＱＩ及び／又はＲＩを含むＣＳＩ（Ｃｈａｎ
ｎｅｌ　Ｓｔａｔｅ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）を基地局にフィードバックする。基地局
は、端末の送信したＰＭＩを用いてビームフォーミングを行ったり、又は、端末の送信し
たＰＭＩにかかわらず、他のＰＭＩを用いてビームフォーミングを行う。
【０１０８】
　このような既存の方式をハイブリッドビームフォーミングにそのまま適用する場合、端
末はアナログビームフォーミングのためのＰＭＩとデジタルビームフォーミングのための
ＰＭＩをそれぞれ測定及び報告しなければならない。したがって、測定及び報告に対する
オーバーヘッドが２倍に増加する。その上、アナログビームフォーミングのためのＰＭＩ
とデジタルビームフォーミングのためのＰＭＩとが異なる値を示し得るという問題もある
。例えば、アナログビームフォーミングのための最適のＰＭＩが０°方向を示し、デジタ
ルビームフォーミングのための最適のＰＭＩが３０°方向を示すとすれば、アナログビー
ムの方向とデジタルビームの方向とが異なるため、ハイブリッドビームフォーミングの利
得が著しく低下しうる。
【０１０９】
　本発明の一実施例によれば、アナログビームに対する測定に基づいてデジタルビームフ
ォーミングのためのＰＭＩを決定することができる。例えば、端末はアナログビームに対
する測定結果だけを基地局にフィードバックし、デジタルビームフォーミングのためのＰ
ＭＩはフィードバックしなくてもよい。他の例示として、端末はアナログビームに対する
測定結果を用いてデジタルビームフォーミングのためのＰＭＩを決定してもよい。アナロ
グビームの測定結果とデジタルビームフォーミングのためのＰＭＩを基地局にフィードバ
ックすることができる。
【０１１０】
　図６には、本発明の一実施例によってハイブリッドビームフォーミングを行う送信端の
構造を例示する。本実施例では、ＲＦチェーン別に
【０１１１】
【化２４】

【０１１２】
の独立したアンテナを具備することを仮定するが、これに限定されない。例えば、ＲＦチ
ェーンごとに具備されたアンテナの個数が異なってもよい。
【０１１３】
　本実施例において、全アンテナ数（Ｎｔ）、ＲＦチェーンの数（ＮＲＦ）及びＲＦチェ
ーン別アンテナ数
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【０１１４】
【化２５】

【０１１５】
の関係を有する。各ＲＦチェーン別に位相遷移器及び電力増幅器を通過した信号が独立し
て送信アンテナに送られるため、システムモデルを式８のように定義することができる。
【０１１６】

【数８】

【０１１７】
【化２６】

【０１１８】
は、副搬送波インデックスである。副搬送波インデックス
【０１１９】

【化２７】

【０１２０】
は０から
【０１２１】
【化２８】

【０１２２】
の値を有する。
【０１２３】
【化２９】

【０１２４】
は、システムが支援する最大ＦＦＴ（Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）
サイズであり、全副搬送波の個数はＦＦＴサイズ内に制限され得る。
【０１２５】
【化３０】

【０１２６】
は、副搬送波
【０１２７】
【化３１】

【０１２８】
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において大きさが
【０１２９】
【化３２】

【０１３０】
である受信信号ベクトル、
【０１３１】

【化３３】

【０１３２】
は、副搬送波
【０１３３】

【化３４】

【０１３４】
において大きさが
【０１３５】
【化３５】

【０１３６】
であるチャネル行列を意味する。
【０１３７】
【化３６】

【０１３８】
は、全副搬送波において大きさが
【０１３９】
【化３７】

【０１４０】
であるＲＦプリコーダ（アナログビームフォーミングのための重み行列）を意味し、ＲＦ
プリコーダ（アナログビームフォーミング）は全副搬送波に対して同一に適用され得る。
【０１４１】
【化３８】

【０１４２】
は、副搬送波
【０１４３】
【化３９】
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において大きさ
【０１４５】
【化４０】

【０１４６】
のベースバンドプリコーダ（デジタルビームフォーミングのための重み行列）を意味し、
ベースバンドプリコーダ（デジタルビームフォーミング）は副搬送波別にそれぞれ設定さ
れ得る。
【０１４７】
【化４１】

【０１４８】
は、副搬送波
【０１４９】
【化４２】

【０１５０】
において大きさが
【０１５１】
【化４３】

【０１５２】
である送信信号ベクトルを表し、
【０１５３】

【化４４】

【０１５４】
は、副搬送波
【０１５５】

【化４５】

【０１５６】
において大きさが
【０１５７】
【化４６】

【０１５８】
である雑音信号ベクトルを表す。
【０１５９】
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【化４７】

【０１６０】
は、全ＲＦチェーンの個数を表し、
【０１６１】
【化４８】

【０１６２】
は送信端全体アンテナ数を表し、
【０１６３】
【化４９】

【０１６４】
は、ＲＦチェーン別に具備された送信アンテナ数を表す。
【０１６５】
【化５０】

【０１６６】
は受信端の全アンテナ数を表し、
【０１６７】
【化５１】

【０１６８】
は送信データストリーム数を表す。
【０１６９】
　式８の各ターム（ｔｅｒｍ）を詳細化すると、式９のとおりである。
【０１７０】

【数９】

【０１７１】
　ＲＦチェーンに続く位相遷移器と電力増幅器によって行われるアナログビームフォーミ
ングの
【０１７２】

【化５２】

【０１７３】
大きさのプリコーディング行列
【０１７４】
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【０１７５】
は、下記の式１０のとおりである。
【０１７６】
【数１０】

【０１７７】
　また、プリコーディング行列
【０１７８】
【化５４】

【０１７９】
においてＲＦチェーンｉに属するｔ個のアンテナのそれぞれに対する重みを表すベクトル
は式１１のように定義される。
【０１８０】
【数１１】

【０１８１】
　（ハイブリッドビームフォーミングのビーム放射パターン）
　本発明のハイブリッドビームフォーミング技法は、例えば、１次元アレイ、２次元アレ
イ、環形アレイなどの様々な形態のアンテナに基づいて行うことができる。以下、説明の
便宜のためにＵＬＡ（Ｕｎｉｆｏｒｍ　ｌｉｎｅａｒ　ａｒｒａｙ）アンテナに基づいて
ハイブリッドビームフォーミングのビーム放射パターンについて説明する。ＵＬＡアンテ
ナが例示されるが、本発明の権利範囲はＵＬＡアンテナに限定されない。ＵＬＡアンテナ
には複数のアンテナ素子が等間隔ｄの距離で線形に配置されている。
【０１８２】
　ＵＬＡアンテナのアレイ応答ベクトル（ａｒｒａｙ　ｒｅｓｐｏｎｓｅ　ｖｅｃｔｏｒ
）は、下記の式１２のとおりである。
【０１８３】
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【数１２】

【０１８４】
　式１２で、
【０１８５】

【化５５】

【０１８６】
は波長（ｗａｖｅ－ｌｅｎｇｔｈ）を、
【０１８７】

【化５６】

【０１８８】
はアンテナ間距離を表す。ハイブリッドビームフォーマのアンテナ放射パターンを表すた
めに、便宜上、ＲＦチェーンの数ＮＲＦは４であり、各ＲＦチェーン別アナログアンテナ
数
【０１８９】

【化５７】

【０１９０】
は４であると仮定する。
【０１９１】
　図７には、４個のＲＦチェーンで構成された１６ＵＬＡアンテナ構造を示す。特に、図
７で、全送信アンテナ数Ｎｔは１６であり、
【０１９２】

【化５８】

【０１９３】
である。図７の実施例でアナログビームフォーミングのためのプリコーディング行列は式
１３のように定義される。
【０１９４】

【数１３】

【０１９５】
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　ボアサイト（Ｂｏｒｅｓｉｇｈｔ）、すなわち、アンテナから放射される電波のメイン
ローブ（ｌｏｂｅ）中心方向にビームを形成するために、ビームのステアリング角度は０
°に設定する。このため、アナログプリコーディング行列の重みベクトルのエレメントの
値はいずれも１になる。この時にデジタルビームフォーミング端で適用する、任意のラン
ク１である重みベクトルを、下記の式１４のように定義する。説明の便宜のためにランク
１を仮定するが、本発明はこれに限定されない。
【０１９６】
【数１４】

【０１９７】
　ボアサイト
【０１９８】

【化５９】

【０１９９】
で式１４のデジタルビームフォーミングが適用された全アンテナアレイ応答ベクトル（ａ
ｎｔｅｎｎａ　ａｒｒａｙ　ｒｅｓｐｏｎｓｅ　ｖｅｃｔｏｒ）を式１５のように表現す
ることができる。このとき、アンテナ間距離
【０２００】

【化６０】

【０２０１】
と仮定する。
【０２０２】
【数１５】

【０２０３】
　式１５は式１６のようにまとめられる。
【０２０４】
【数１６】
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【０２０５】
　式１６で、
【０２０６】
【化６１】

【０２０７】
は、式１７のように表現され、ビームバウンドベクトル（Ｂｅａｍ　ｂｏｕｎｄ　ｖｅｃ
ｔｏｒ）と呼ぶものとする。また、式１６で、ｔは、式１８のように表現され、ビーム利
得及びステアリングベクトル（Ｂｅａｍ　ｇａｉｎ　ａｎｄ　ｓｔｅｅｒｉｎｇ　ｖｅｃ
ｔｏｒ）、又はビームステアリングベクトル（Ｂｅａｍ　ｇａｉｎ　ａｎｄ　ｓｔｅｅｒ
ｉｎｇ　ｖｅｃｔｏｒ）と呼ぶものとする。
【０２０８】
【数１７】

【０２０９】
【数１８】

【０２１０】
　ビームバウンドベクトルｓは、ハイブリッドビームフォーミングにおいてアナログビー
ムのパターンを表す。ビームステアリングベクトルｔは、ハイブリッドビームフォーミン
グにおいてハイブリッドビームの利得値とデジタルビームのパターンを表す。
【０２１１】
　ビームバウンドベクトルｓは、ハイブリッドビームフォーミング技法によってハイブリ
ッドビームが有効に形成され得る範囲及び境界を決定する。このため、アナログビームフ
ォーミングの範囲の他、デジタルビームフォーミングの範囲もビームバウンドベクトル内
に制限される。例えば、ビームバウンドベクトルの範囲を外れるアナログビームが有効に
形成されず、ビームバウンドベクトルの範囲を外れるハイブリッドビームフォーミングを
行うことができない。結果として、デジタルビームフォーミングもビームバウンドベクト
ルの範囲内で行われる場合にのみ、ハイブリッドビームフォーミングを行うことができる
。
【０２１２】
　図８には、所定の平面においてビームバウンドベクトル及びビームステアリングベクト
ルによるアナログビームとデジタルビームのパターンを２次元で示す。アナログビームと
デジタルビームは３次元パターンで表されるが、説明の便宜のために水平方向断面で示し
ていることが当業者にとっては理解できる。図８で、
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【０２１３】
【化６２】

【０２１４】
と仮定し、ビームバウンドベクトルのビームパターンは太い実線で表し、ビームステアリ
ングベクトルのビームパターンは細い実線で表している。ビームバウンドベクトルのメイ
ンローブのボアサイトは０°（又は１８０°）である。
【０２１５】
　各ビームのパターンは、ビームステアリング角（メインローブのボアサイト）で最大利
得を示し、ビームステアリング角を離脱するにつれてビーム利得が減少する。ビーム利得
は、図８の円の中心からの距離で表現される。ビームのステアリング角は０°を基準に反
時計回り方向に増加するとしている。
【０２１６】
　ビームステアリングベクトルは、０°、３０°、９０°、１５０°、１８０°、２１０
°、２７０°又は３３０°でビームを形成することができる。ビームバウンドベクトル及
びビームステアリングベクトルのビームパターンが交差する領域でハイブリッドビームフ
ォーミングを行うことができる。例えば、ステアリング角が０°（又は１８０°）のとき
、ビームバウンドベクトルによる利得とビームステアリングベクトルによる利得がいずれ
も最大となるため、ステアリング角が０°（又は１８０°）である地点でハイブリッドビ
ームフォーミングを行うことが適切である。一方、ステアリング角が３０°のとき、ビー
ムバウンドベクトルの利得が０であるため、ステアリング角３０°に対してはハイブリッ
ドビームフォーミングを行うことができない。
【０２１７】
　図９には、アナログビームのステアリング角が０°、３０°、６０°にシフトするとき
にアンテナアレイ応答を示す。図８でも
【０２１８】

【化６３】

【０２１９】
と仮定しており、デジタル
【０２２０】
【化６４】

【０２２１】
を適用した結果を示している。図８及び図９で説明したとおり、有効ビームの範囲がビー
ムバウンドベクトルｓに制約される。
【０２２２】
　（リファレンスビーム（ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｂｅａｍ）の形成）
　本発明の一実施例によってリファレンスビーム（ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｂｅａｍ）が提
案される。図１０に示すように、全方向に対して同じビーム利得を有するようにリファレ
ンスビームを設計することができる。例えば、基地局は無指向性（Ｏｍｎｉ）アンテナを
用いてリファレンスビームを形成することができる。他の実施例において基地局は単一ア
ンテナを用いてビーム利得が０ｄＢである全方向ビームを形成してもよい。更に他の実施
例で基地局は複数のアンテナを用いて指向性ビームを生成するが、所定の領域に対しては
近似的に全方向のビームを形成してもよい。
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【０２２３】
　基地局はリファレンスビームを周期的に送信することができ、リファレンスビームの伝
送周期はＲＲＣシグナリングによって端末に設定されてもよく、又はシステム情報の一部
としてブロードキャストされてもよい。リファレンスビームを参照信号に基づいて生成す
ることができるが、これに限定されるわけではない。
【０２２４】
　隣接セル又は他の端末からの干渉、ノイズ、伝搬障害を招く環境を無視する場合、リフ
ァレンスビームの利得は全ステアリング角に対して同一である。基地局と端末との間の直
線距離が同一である全ての方向に対して、リファレンスビームの利得値は同一である。リ
ファレンスビームを形成するための基地局の伝送電力は一定に固定されてもよく、又はセ
ル特定値に固定されてもよい。リファレンスビームの利得は基地局からの距離によって変
化し得るが、基地局からの距離が遠いほどリファレンスビームの利得は減少する。したが
って、リファレンスビームの利得を基地局と端末との直線距離に対する指標として用いる
こともできる。
【０２２５】
　（リファレンスビームとバウンデッドビームとの利得差）
　上述したように、アナログビームフォーミング方向を固定し（例えば、
【０２２６】
【化６５】

【０２２７】
固定）、全方向に対してデジタルビームフォーミングを行っても、結局、形成可能なハイ
ブリッドビームの範囲はビームバウンドベクトルの範囲内に制約される。以下、ビームバ
ウンドベクトルのビームをバウンデッドビーム（ｂｏｕｎｄｅｄ　ｂｅａｍ）と称する。
バウンデッドビームは、デジタルビームフォーミング成分が除かれているため、ハイブリ
ッドビームフォーミングにおけるバウンデッドビームは等価的なアナログビームフォーミ
ングによって形成することができる。
【０２２８】
　本発明の一実施例によれば、端末によって測定されたリファレンスビームの利得と端末
によって測定されたバウンデッドビームの利得との差から、基地局から端末が位置してい
る方向を推定することができる。例えば、基地局は、アナログビームフォーミングによっ
てバウンデッドビーム
【０２２９】
【化６６】

【０２３０】
を形成する。ここで、バウンデッドビームのステアリング角は様々に変更されてもよい。
解像度を増加させる場合、３０°より小さい単位でビームフォーミングが行われてもよい
。
【０２３１】
　基地局は、各ステアリング角に対して順次にバウンデッドビームを形成したり、又は個
別のアナログ素子を用いて同時に複数の方向にバウンデッドビームを形成することができ
る。例えば、基地局がどの時点にどの角でバウンデッドビームを形成するかを事前に定義
してもよく、システム情報でブロードキャストしてもよく、ＲＲＣシグナリングで端末に
設定してもよい。
【０２３２】
　図１０には、リファレンスビームとバウンデッドビーム間の利得差を算出する方法を例
示する。ＵＥは、推定されるＵＥ方向（ｅｓｔｉｍａｔｅｄ　ＵＥ　ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ
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）の直線上に位置する。端末の位置する方向を表す直線、リファレンスビームを表す円が
交差する地点でリファレンスビームの利得（Ｇｒｅｆ）が現れる。これと類似に、ＵＥの
位置する方向を表す直線とバウンデッドビーム（０°）とが交差する地点上で、バウンデ
ッドビームの利得（Ｇｍｅａ）が現れる。一方、他のステアリング角度、例えば、３０°
、６０°などで形成されるバウンデッドビームは端末にとって測定できないため、ビーム
の利得が現れない。
【０２３３】
　リファレンスビームの利得（Ｇｒｅｆ）とバウンデッドビームの利得（Ｇｍｅａ）との
差は、式１９のように定義される。
【０２３４】
【数１９】

【０２３５】
　本発明の一実施例によれば、端末は、リファレンスビームの利得（Ｇｒｅｆ）とバウン
デッドビームの利得（Ｇｍｅａ）との差（Ｇｄｉｆｆ）に基づいて基地局にフィードバッ
ク情報を送信する。例えば、端末は差（Ｇｄｉｆｆ）を基地局に送信することができる。
本発明の他の実施例によれば、端末はリファレンスビームの利得（Ｇｒｅｆ）とバウンデ
ッドビームの利得（Ｇｍｅａ）をそれぞれ測定し、同時に又は個別にフィードバックする
こともできる。
【０２３６】
　（高速アナログビームスキャニング（Ｆａｓｔ　ａｎａｌｏｇ　ｂｅａｍ　ｓｃａｎｎ
ｉｎｇ））
　送信端と受信端の位置及び無線チャネル環境に最適化されたアナログビームフォーミン
グの重みを取得するためには、送信端と受信端との間では複数の候補アナログビームを試
験的に送信し測定（又は推定）する過程が必要である。このような過程をアナログビーム
スキャニング又はアナログビーム調律（ｔｒａｉｎｉｎｇ）という。
【０２３７】
　本発明の一実施例によってアナログビームフォーミングのためのビームスキャニング複
雑度及び検索時間を減らし得る高速アナログビームスキャニング（Ｆａｓｔ　ａｎａｌｏ
ｇ　ｂｅａｍ　ｓｃａｎｎｉｎｇ）方案を提案する。アナログビームフォーミングは、純
粋なアナログビームフォーミング送受信端又はハイブリッドビームフォーミング送受信端
で行うことができる。一般に、１回のアナログビームフォーミングごとに１つのアナログ
ビームをスキャンすることができる。したがって、全アナログビームスキャニングに必要
な調律（ｔｒａｉｎｉｎｇ）時間は全候補アナログビーム数に比例する。
【０２３８】
　上述したように、純粋アナログビームフォーミングは、送受信端におけるビーム推定の
ためにも時間領域でビームスキャニング過程が必須である。すなわち、アナログビーム推
定のためには送信ビーム及び受信ビームのそれぞれの個数の積である
【０２３９】

【化６７】

【０２４０】
の時間が必要である。端末は、アナログビーム推定プロセスが終了すると、最高の信号強
度を有するビーム識別子（ＩＤ）を基地局にフィードバックすることができる。
【０２４１】
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　１つのアナログビームをスキャンするためにかかる時間を
【０２４２】
【化６８】

【０２４３】
とすれば、全送受信アナログビームをスキャンするためにかかる時間
【０２４４】

【化６９】

【０２４５】
は、下記の式２０のように表すことができる。
【０２４６】

【数２０】

【０２４７】
　式２０で、送信アナログビームの個数
【０２４８】

【化７０】

【０２４９】
であり、受信アナログビームの個数
【０２５０】

【化７１】

【０２５１】
と仮定すれば、全候補アナログビームの個数は、合計
【０２５２】
【化７２】

【０２５３】
となる。したがって、全体ビームスキャニングのために時間領域で
【０２５４】
【化７３】

【０２５５】
の時間区間が必要である。
【０２５６】
　図１１は、アナログビームトラッキング（ｔｒａｃｋｉｎｇ）のために要求される時間
領域におけるビーム推定区間を例示する図である。
【０２５７】
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　図１１を参照すると、アナログビーム推定のためには単一の時間区間で１個のビーム推
定だけが可能であり、全
【０２５８】
【化７４】

【０２５９】
のビーム推定のためには
【０２６０】

【化７５】

【０２６１】
の時間区間が必要であることが分かる。言い換えると、送受信アンテナ数の増加による個
別ビーム数が増加するほどより長い調律時間が必要であることが分かる。
【０２６２】
　アナログビームフォーミングは、デジタル－アナログコンバート（ＤＡＣ）されたアナ
ログ連続波形（Ｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ　ｗａｖｅｆｏｒｍ）の大きさ及び位相角を時間領
域で変化させることであるから、デジタルビームフォーミングと違い、個別ビームに対す
る調律区間が保障される必要がある。この調律区間が長くなるほどシステムのスループッ
ト損失が増加し、端末の移動及びチャネル変化を追加ビームスキャニングする時、システ
ムのスループット損失はより一層増加しうる。
【０２６３】
　ハイブリッドビームフォーマのうち、ビーム調律区間が必須であるアナログビームフォ
ーミング端は、ビームの検索空間（Ｓｅａｒｃｈ　ｓｐａｃｅ）の数に比例して調律時間
が増加する。将来、送受信端の物理アンテナの増加によってよりシャープ（Ｓｈａｒｐ）
なビームの生成が予想されるため、送受信ビーム幅（ｂｅａｍ　ｗｉｄｔｈ）及び既存の
２Ｄチャネルから３Ｄチャネルへのアンテナ構造を考慮すれば、次表２のように、ビーム
検索空間がより一層増加することになる。
【０２６４】

【表２】

【０２６５】
　また、検索空間の増加による概略的なビーム調律時間、すなわち、検索時間を推定すれ
ば、下記のとおりである。ただし、次表３は説明の便宜のために２Ｄチャネルに限定した
ものである。次表３を参照して、ビームの幅が１０゜である場合と１゜である場合とを比
較すれば、検索空間の個数が１０倍増加すると検索時間は１００倍増加することが分かる
。
【０２６６】
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【表３】

【０２６７】
　上述したように、アナログビームスキャニングは、与えられた時間領域の調律区間が必
須であり、ビーム調律区間ではデータ伝送が不可能なため、システム伝送率上の損失が発
生する。また、送信端ベースのビームスキャニングは、受信端が最適ビーム選択に関する
情報を送信端にフィードバックしなければならず、フィードバック手順にかかる時間だけ
のデータ伝送遅延が発生する。
【０２６８】
　基本的に、物理アンテナ数Ｍが増加すると、Ｍに比例して
【０２６９】
【化７６】

【０２７０】
倍のビーム利得があるが、ビームの解像度（ｒｅｓｏｌｕｔｉｏｎ）も共に増加すること
になる。言い換えると、ビームの解像度増加によってビーム幅が狭くなると、送受信両端
のビームフォーマではアナログビーム調律に長い時間がかかる。このように、デジタル端
のプロセシングに先立ってアナログビーム調律によってオーバーヘッドが多く発生し、推
定されたビーム情報のフィードバックによってデータ伝送の遅延が発生すると、ハイブリ
ッドビームフォーミングの最終利得が急に減少する。
【０２７１】
　以下の実施例では、ビームスキャニング情報のフィードバックを省略し、ビームスキャ
ニング遅延を減少できるアナログ受信ビームスキャニング方法を提案する。本発明の一実
施例によれば、送信端はチャネルの相互性（ｒｅｃｉｐｒｏｃｉｔｙ）に基づく受信ビー
ムスキャニングを用いてアナログビームとデジタルビームの重み（又は係数）を取得し、
これを用いてアナログビームフォーミング又はデジタルビームフォーミングを行う。提案
する方法では、ビーム検索空間の個数を減少させることによってビーム調律時間を減少さ
せる。また、推定されたビーム情報に対するフィードバックは省略する。
【０２７２】
　図１２には、本発明の一実施例に係るリファレンスビーム測定方法を示す。図１２で、
受信端は基地局であり、送信端は端末であると仮定するか、これに限定されない。
【０２７３】
　端末は、送信ビームフォーミングを用いて最初の１回だけ又は相対的に長い周期で全方
向無指向性ビーム又は擬似－無指向性（Ｑｕａｓｉ－ｏｍｎｉ）ビームを送信する。端末
の送信した全方向無指向性ビーム又は擬似－無指向性ビームはリファレンスビーム（リフ
ァレンス信号）に対応する。
【０２７４】
　基地局は、受信ビームフォーミングを用いて全方向無指向性ビーム又は擬似－無指向性
（Ｑｕａｓｉ－ｏｍｎｉ）ビームを形成して、端末から受信したリファレンスビームの信
号強度を測定する。
【０２７５】
　一般的なアナログビームスキャニング方法と違い、擬似－無指向性パターンを放射する
ことによって、基地局はリファレンスビームの信号強度（Ｇｒｅｆ）を取得する。擬似－
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無指向性パターンの放射はビームスキャニング過程において最初の１回だけ行えばよい。
また、擬似－無指向性パターンは、端末のＲＳＲＰ（ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ
　ｒｅｃｅｉｖｅｄ　ｐｏｗｅｒ）やＳＩＮＲ値が基準値以上に変化する場合に送信され
たり又は相対的に長い周期で間欠的に送信される。
【０２７６】
　図１３には、本発明の一実施例に係るセクタービームのスキャニング方法を示す。図１
３で、受信端は基地局であり、送信端は端末であるとしたが、これに限定されない。図１
３のセクタービームは、図１０に示す目標ビーム（ｔａｒｇｅｔ　ｂｅａｍ）に対応する
。セクタービームは目標ビーム、コースビーム（ｃｏａｒｓｅ　ｂｅａｍ）、又は指向性
ビームと呼ぶことができる。
【０２７７】
　端末は擬似－無指向性ビームを基地局に送信する。この時、基地局は受信ビームフォー
ミングを用いてセクタービームを形成する。限られた個数のセクタービームによって全方
向をカバーすることができる。基地局は、各セクタービームのうち、受信ビームフォーミ
ングの利得が最大であるセクターを検出する。基地局は受信ビームフォーミングの利得が
最大であるセクタービームを用いて、受信された信号強度（Ｇｍｅａ）と図１２で取得さ
れたリファレンスビームの信号強度（Ｇｒｅｆ）との差（Ｇｄｉｆｆ）を計算する。これ
によって、別のフィードバック無しでビームスキャニングが終了する。基地局は利得差に
基づいてビームフォーミングの係数を取得し、それを次のビームフォーミングに適用する
。
【０２７８】
　図１４は、本発明の実施例に係るアナログビーム係数を取得する方法を説明する図であ
る。アナログビーム制御のためのＰＳ（ｐｈａｓｅ　ｓｈｉｆｔｅｒ）とＰＡ（ｐｏｗｅ
ｒ　ａｍｐ）値のようなアナログ係数を計算された利得差に基づいて取得することができ
る。得られたアナログビーム係数はＰＳ及びＰＡに直接適用される。
【０２７９】
　アナログビーム係数を等価のプリコーディング重みと表現することができ、これは下記
の式２１のとおりである。
【０２８０】
【数２１】

【０２８１】
　式２１で、
【０２８２】

【化７７】

【０２８３】
は、アナログプリコーディング重みを示すＰＭＩである。受信ビームフォーミングの利得
が最大となるセクターＩＤ及びビーム利得差
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【０２８４】
【化７８】

【０２８５】
を用いて最終アナログプリコーディング重みを導出する。
【０２８６】
　基地局は、直接検出した利得差
【０２８７】

【化７９】

【０２８８】
に対応するＰＭＩ又はアナログビームフォーミングベクトルを選択する。また、基地局は
利得差に基づいて選択されたアナログビーム内の端末の正確な位置を推定することができ
る。したがって、基地局は、ハイブリッドビームフォーミングによる最終的なビームの方
向が推定した端末の位置と一致するようにアナログビームフォーミング係数を選択する。
表４には、利得差
【０２８９】
【化８０】

【０２９０】
によってアナログビームフォーミングのＰＭＩを取得するためのコードブックを例示する
。
【０２９１】
【表４】

【０２９２】
　図１５には、本発明の実施例によって、ビーム利得差に基づいて導出されたアナログビ
ームのＰＭＩを例示する。上述した過程は、セクタービームによって取得された利得差に
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基づいて最終的なアナログビームのＰＭＩを選択したことを意味する。したがって、基地
局はアナログビームフォーミングのためのＰＭＩを用いてＰＳ及びＰＡの値を設定する。
【０２９３】
　一方、利得差（Ｇｄｉｆｆ）だけでは正確なＰＭＩ判断が難しい場合（例えば、ＮＬＯ
Ｓ環境、高いドップラ（Ｈｉｇｈ　Ｄｏｐｐｌｅｒ）環境、低いリファレンスビーム密度
など）には、利得差（Ｇｄｉｆｆ）を複数のＰＭＩにマップした表５のようなコードブッ
クを用いることができる。
【０２９４】
【表５】

【０２９５】
　以上の内容を要約すると、端末は送信ビームフォーミングを用いて端末の擬似－無指向
性ビームを反復的に形成し、基地局は受信ビームフォーミングを用いて基地局の擬似－無
指向性ビームを形成した後（すなわち、リファレンスビーム測定）、それぞれのセクター
ビームを順次に形成する（すなわち、セクタービーム測定）。基地局はセクタービームの
それぞれに対してのみビームスキャニングを行い、シャープな最終ビームの係数は前述し
た差に基づいて推定することができる。これは、シャープな最終ビームに対するアナログ
ビームスキャニングのためには多すぎるシンボルが要求されるためである。
【０２９６】
　本発明の一実施例によれば、上りリンクのチャネル状態測定や周波数選択的スケジュー
リングに用いられているＳＲＳを、受信ビームフォーミングにおけるアナログビームの信
号強度又はＲＳＲＰ（Ｒｅｃｅｉｖｅｄ　ｓｉｇｎａｌ　ｒｅｃｅｉｖｅｄ　ｐｏｗｅｒ
）を測定するために用いることができる。例えば、端末はＮ＋１個のＳＲＳ（ｓｏｕｎｄ
ｉｎｇ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ）シンボルを用いてＮ＋１個の擬似－無指向
性ビームを送信することができる。Ｎはセクタービームの個数を意味する。
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　チャネル状態測定や周波数選択的スケジューリングに用いられているＳＲＳは周波数ホ
ップによって全帯域にわたって送信されるが、これは擬似－無指向性ビーム伝送時には無
線リソース管理効率性の側面で好適でないため、ＳＲＳが必ずしも全帯域にわたって送信
されない。
【０２９８】
　図１６には本発明の一実施例に係る基地局と端末のビームスキャニングを示す。
【０２９９】
　端末は、周期的に配置されている‘Ｎ＋１’個のシンボルでＳＲＳを送信する。図１６
でＳＲＳ伝送周期は２サブフレームである。例えば、サブフレーム＃０，＃２，＃４，＃
６，＃８．．．サブフレームの最後のＯＦＤＭＡシンボルでＳＲＳを送信する。
【０３００】
　基地局はＮ個のセクタービームに対して受信ビームフォーミングを行う。基地局はサブ
フレーム＃０で送信される最初のＳＲＳシンボルに対してはビームフォーミングを行わな
いか、擬似－無指向性受信ビームフォーミングを行う。その後、残りＮ個のＳＲＳシンボ
ルに対してはアナログビームフォーミングを用いてあらかじめ定義された方向にセクター
ビームを形成することによってビームスキャニングを行う。図１６で基地局は４個のサブ
フレーム＃２、＃４、＃６、＃８のそれぞれのＳＲＳシンボルでセクタービームを形成し
て、ビームをスキャンする。
【０３０１】
　基地局は上位層シグナリングを用いて、アナログビームスキャニング用途のＳＲＳを端
末に設定することができる。表６に、ＳＲＳ設定に含まれるパラメータを例示する。
【０３０２】
【表６】

【０３０３】
　一方、ＰＭＩの取得にＬＴＥ／ＬＴＥ－ＡシステムのＭＣＳテーブルを用いることがで
きる。例えば、基地局はＭＣＳテーブルから無指向性ビームの信号強度に対応するＭＣＳ
値
【０３０４】

【化８１】

【０３０５】
を取得する。また、基地局はＭＣＳテーブルから各アナログセクタービームの信号強度に
対応するＭＣＳ値
【０３０６】
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【化８２】

【０３０７】
を取得する。基地局は表７のようなコードブックを用いて、
【０３０８】

【化８３】

【０３０９】
との差に対応するＰＭＩを取得する。
【０３１０】

【表７】

【０３１１】
　ハイブリッドビームフォーミングにおいてアナログビームとデジタルビームとの様々な
組み合わせの構成が可能なため、アナログビーム調律時間とデジタルビーム候補数は高い
複雑度を誘発する。本発明では基地局が受信ビームフォーミングを行い、アナログビーム
フォーミングのフィードバックが省略され、また、デジタルビームフォーミングのための
ＰＭＩが暗黙的に推定されてもよい。端末のフィードバックが省略されるため、送受信端
の運用手順が単純化し、ビーム制御の複雑度が低くなる。
【０３１２】
　図１７は、本発明の一実施例に係るアナログビームスキャニング方法の流れを示す図で
ある。上述の内容と重複する説明は省略される。
【０３１３】
　まず、基地局は、全方向に均等に形成される第１無指向性ビーム（ｏｍｎｉ－ｄｉｒｅ
ｃｔｉｏｎａｌ　ｂｅａｍ）の反復伝送のための設定を端末にシグナルする（Ｓ１７０５
）。第１無指向性ビームはＳＲＳ（ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａ
ｌ）で送信される擬似（Ｑｕａｓｉ）－無指向性ビームに対応し得る。例えば、第１無指
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向性ビームは上述のリファレンスビームの役割を担うことができる。
【０３１４】
　第１無指向性ビームの反復伝送のための設定は、第１無指向性ビームの反復伝送の回数
、第１無指向性ビームの伝送周期、第１無指向性ビームの伝送のための周波数帯域の大き
さに関する情報のうち少なくとも一つを含むことができる。第１無指向性ビームの反復伝
送回数は、基地局が形成する複数の指向性ビームによる検索空間の個数又は上記複数の指
向性ビームのビーム幅に基づいて決定することができる。本実施例で、第１無指向性ビー
ムの反復伝送回数は総Ｎ＋１であり、複数の指向性ビームによる検索空間個数はＮである
とする。
【０３１５】
　端末は、第１無指向性ビームの設定に従ってＮ＋１回反復して第１無指向性ビームを送
信する（Ｓ１７１０、Ｓ１７１５、Ｓ１７２０）。
【０３１６】
　基地局は第２無指向性ビームを形成し、第２無指向性ビームを用いて、端末の最初送信
した第１無指向性ビームを受信及び測定する（Ｓ１７１１）。
【０３１７】
　基地局は、受信ビームフォーミングを用いてＮ個の指向性ビームを形成することによっ
て、最初伝送に続いてＮ回送信される第１無指向性ビームを受信及び測定する（Ｓ１７１
６、Ｓ１７２１）。Ｎ個の指向性ビームは、個別の方向に形成されたセクタービーム（目
標ビーム又はコースビーム）であってもよい。本実施例では、説明の便宜上、複数の指向
性ビームのうち第１指向性ビームを用いて受信した第１無指向性ビームの受信利得が最大
であると仮定する。
【０３１８】
　基地局は、第２無指向性ビームを用いて受信した上記第１無指向性ビームと上記複数の
指向性ビームのうち第１指向性ビームを用いて受信した上記第１無指向性ビームとの利得
差に基づいて、ハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定する（Ｓ１７２５）
。例えば、基地局は、コードブックから第１指向性ビームのインデックス及び利得差の組
み合わせに対応するＰＭＩを選択することができる。基地局は、選択されたＰＭＩに基づ
いて、ハイブリッドビームフォーミングに含まれたアナログビームフォーミングのための
位相遷移器（ＰＳ）の係数及びパワー増幅器（ＰＡ）の係数を取得することができる。
【０３１９】
　基地局は、上記決定された重みを用いてアナログビームフォーミング及びデジタルビー
ムフォーミングが階層的に結合された（ｃｏｕｐｌｅｄ）上記ハイブリッドビームフォー
ミングを行って端末に下りリンクデータを送信する（Ｓ１７３０）。
【０３２０】
　一方、以上の実施例の適用範囲は必ずしもハイブリッドビームフォーミングに限定され
ない。例えば、アナログビームフォーミング端がデジタルビームフォーミング端に代替さ
れる形態においても本実施例を適用することができる。アンテナサブグルーピング（ｓｕ
ｂ－ｇｒｏｕｐｉｎｇ）を用いて各アンテナサブグループ別にデジタルビームフォーミン
グを順次的、直列的に行うこともできる。このように階層的（ｈｉｅｒａｒｃｈｉｃａｌ
）構造を有するデジタルビームフォーミング技法においても本実施例を適用することがで
きる。
【０３２１】
　以上では説明の便宜のために下りリンクを基準に記述したが、これに限定されない。本
実施例は様々な形態の送信機及び受信機の組み合わせに適用可能である。例えば、端末が
基地局に送信する上りリンク伝送シナリオ、端末間信号伝送（Ｄ２Ｄ、Ｖ２Ｖなど）シナ
リオ、或いは基地局間信号伝送（リレー、無線バックホールなど）シナリオに適用されて
もよい。
【０３２２】
　図１８は、本発明の一実施例に係る端末及び基地局の構造を示す図である。図１８の基
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地局１０及び端末２０は前述の方法を実行することができ、重複する内容は説明を省略す
る。
【０３２３】
　基地局１０は、受信器１１、送信器１２、プロセッサ１３、メモリ１４及び複数個のア
ンテナ１５を含むことができる。複数個のアンテナ１５はＭＩＭＯ送受信を支援する基地
局を意味する。受信器１１は、端末からの上りリンク上の各種信号、データ及び情報を受
信することができる。送信器１２は、端末への下りリンク上の各種信号、データ及び情報
を送信することができる。プロセッサ１３は基地局１０の動作全般を制御することができ
る。
【０３２４】
　基地局１０のプロセッサ１３は、その他にも、基地局１０の受信した情報、外部に送信
する情報などを演算処理する機能を果たし、メモリ１４は、演算処理された情報などを所
定時間記憶することができ、バッファ（図示せず）などの構成要素に代替されてもよい。
【０３２５】
　一実施例に係る基地局の送信器は、全方向に均等に形成される第１無指向性ビーム（ｏ
ｍｎｉ－ｄｉｒｅｃｔｉｏｎａｌ　ｂｅａｍ）の反復伝送のための設定を端末にシグナル
する。受信器は、第２無指向性ビームを形成することによって端末から第１無指向性ビー
ムを受信する。また、受信器は複数の方向に対応する複数の指向性ビーム（ｄｉｒｅｃｔ
ｉｏｎａｌ　ｂｅａｍｓ）を順次に形成することによって端末から第１無指向性ビームを
反復受信する。プロセッサは、第２無指向性ビームを用いて受信した第１無指向性ビーム
と複数の指向性ビームのうち第１指向性ビームを用いて受信した第１無指向性ビームとの
利得差に基づいて、ハイブリッドビームフォーミングのための重みを決定する。
【０３２６】
　端末２０は、受信器２１、送信器２２、プロセッサ２３、メモリ２４及び複数個のアン
テナ２５を含むことができる。複数個のアンテナ２５はＭＩＭＯ送受信を支援する端末を
意味する。受信器２１は、基地局からの下りリンク上の各種信号、データ及び情報を受信
することができる。送信器２２は、基地局への上りリンク上の各種信号、データ及び情報
を送信することができる。プロセッサ２３は端末２０の動作全般を制御することができる
。
【０３２７】
　端末２０のプロセッサ２３は、その他にも、端末２０の受信した情報、外部に送信する
情報などを演算処理する機能を果たし、メモリ２４は、演算処理された情報などを所定時
間記憶することができ、バッファ（図示せず）などの構成要素に代替されてもよい。
【０３２８】
　一実施例に係る端末の受信器は、基地局から全方向に均等に形成される第１無指向性ビ
ーム（ｏｍｎｉ－ｄｉｒｅｃｔｉｏｎａｌ　ｂｅａｍ）の反復伝送のための設定を受信す
る。送信器は、受信した設定にしたがって第１無指向性ビームを複数回反復送信する。複
数回反復送信された上記第１無指向性ビームの最初伝送は、上記基地局の形成した第２無
指向性ビームによって測定される。最初伝送以降の第１無指向性ビームの伝送は、基地局
の形成した複数の指向性ビーム（ｄｉｒｅｃｔｉｏｎａｌ　ｂｅａｍｓ）によって測定さ
れる。
【０３２９】
　本発明の実施例は、多様な手段、例えば、ハードウェア、ファームウェア（ｆｉｒｍｗ
ａｒｅ）、ソフトウェア又はそれらの組合せなどによって具現することができる。
【０３３０】
　ハードウェアによる具現の場合、本発明の一実施例は、一つ又はそれ以上のＡＳＩＣｓ
（ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　ｃｉｒｃｕｉｔ
ｓ）、ＤＳＰｓ（ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｏｒｓ）、ＤＳＰＤｓ
（ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　ｄｅｖｉｃｅｓ）、ＰＬＤｓ
（ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｌｏｇｉｃ　ｄｅｖｉｃｅｓ）、ＦＰＧＡｓ（ｆｉｅｌｄ
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　ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｇａｔｅ　ａｒｒａｙｓ）、プロセッサ、コントローラ、
マイクロコントローラ、マイクロプロセッサなどによって具現することができる。
【０３３１】
　ファームウェアやソフトウェアによる具現の場合、本発明の一実施例は、以上で説明し
た機能又は動作を行うモジュール、手続、関数などの形態に具現することができる。ソフ
トウェアコードは、メモリユニットに格納してプロセッサによって駆動することができる
。前記メモリユニットは、前記プロセッサの内部又は外部に位置し、既に公知の多様な手
段によって前記プロセッサとデータをやり取りすることができる。
【０３３２】
　上述したように、開示された本発明の好ましい実施例に関する詳細な説明は、当業者が
本発明を具現し実施できるように提供された。上記では本発明の好ましい実施例を参照し
て説明したが、当該技術の分野における熟練した当業者にとっては、本発明の領域から逸
脱しない範囲内で本発明を多様に修正及び変更させることができるということが理解でき
る。例えば、当業者は上述の実施例に記載された各構成を互いに組み合わせる方式で用い
ることができる。したがって、本発明は、ここに開示した実施の形態に制限しようとする
ものではなく、ここに開示した原理及び新規な特徴と一致する最も広い範囲を与えようと
するものである。
【０３３３】
　本発明の精神及び必須特徴から逸脱しない範囲で本発明を他の特定の形態として具体化
してもよい。したがって、上記の詳細な説明はいずれの面においても制限的に解釈されて
はならず、例示的なものとして考慮されるべきである。本発明の範囲は、添付の請求項の
合理的解釈によって決定しなければならず、本発明の同等な範囲内における変更はいずれ
も本発明の範囲に含まれる。また、特許請求の範囲において明示的な引用関係を有しない
請求項を結合して実施例を構成してもよく、出願後の補正によって新しい請求項として含
めてもよい。
【産業上の利用可能性】
【０３３４】
　上述したように、本発明の実施例を様々な移動通信システムに適用することができる。
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